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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、ある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、環境循環や社会共生の観点からその有用性が期待される木質バイオマスエ

ネルギーの熱利用が進んでいない我が国の現状を踏まえ、木質バイオマス熱利用に関する環境的、
経済的、社会的な価値とインパクトを可視化することで木質バイオマス熱利用にあたって見過ご
されている価値を可視化し、山林業者、流通業者、消費者といった木質バイオマス熱利用に関す
るステークホルダーそれぞれの課題を整理したうえで、デジタル地域通貨の利用者に対するイン
センティブの付与の有効性を実証的に明らかにしようとするものである。こうした目標設定は、
既存技術の社会化・制度化の促進と受容に関する提案を求めた本プログラムの趣旨に合致してお
り、妥当であったといえる。 
本プロジェクトでは、①木質バイオマス熱利用の制度と受容性調査、②森林賦存量データの整

備と木質バイオマス熱利用のボトルネックの整理、③木質バイオマス熱利用の社会的価値・便益
の評価手法の確立と地域通貨のシナジー効果の検討、④木質バイオマス熱利用を促進しつつ地域
社会･経済の活性化を促すデジタル地域通貨のデザインといった 4 つの研究開発実施項目の推進
を通じて、木質バイオマス熱利用を通じた循環型社会の実現可能性の評価が行われた。木質バイ
オマスの社会的受容性については、需要側のコスト比較から薪や丸太といったバイオマス利用が
経済面ではエアコンに代表される電気利用と比して優位であることを明らかにした。そのほか、
森林資源・木質燃料利用におけるボトルネックとして実際の林道までの搬出コストの高さや大径
化した森林の管理の難しさ等の課題が明らかにされている。その結果として、経済性よりも、森
林資源の搬出・搬入にあたって供給側にもたらされるべきインセンティブの向上が課題であるこ
とが明らかになった。このインセンティブの調整メカニズムとして、デジタル地域通貨の流通ス
キームが構想され、実際にデジタル地域通貨 GENE の開発と導入実証が行われていることに鑑み
ても、本プロジェクトの目標はある程度達成されたものと評価できる。 
また、こうした研究開発の推進にあたっては、実証実験のフィールドとなった山形県最上町を

はじめ、岩手県紫波町、岐阜県高山市、島根県津和野町といった地方自治体、間伐材供給者や事
業者、地域住民といった多様なステークホルダーとの間で丁寧な対話や議論が積み重ねられてお
り、こうした信頼関係に基づく共創的なプロセスを通じて、データの分析やボトルネックの検討、
そして最終的にはデジタル地域通貨のデザインと導入実証に至っている点が特筆される。 
このように、本プロジェクトは現状では必ずしも認識されていない森林資源の価値を可視化す



 

るとともに、木質バイオマスエネルギーの熱利用を促進するための仕組みとしてデジタル地域通
貨の有用性の検証が試みられた。木質バイオマスの利用にあたり見落とされた価値の可視化と社
会実装という目標設定は非常に意欲的かつ挑戦的なもので評価される一方で、より慎重に実現可
能性が考慮されるべきであったという印象も拭えない。４つの研究開発実施項目については、い
ずれもロバストな成果を得られるには至っておらず、木質バイオマス熱利用促進が成立するシス
テムの条件を明らかにするという最終達成目標に照らせば、全体としては依然として課題が残さ
れている状況にあると言わざるを得ない。 
しかしながら、研究開発活動を通じて地域における木質バイオマス熱利用の可能性を地方自治

体や事業者、地域住民らとの間で現実感をもって共有することができている点は、高く評価され
るものである。 

 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトでは、木質バイオマス熱利用の社会的価値とインパクトの可視化とデジタル地

域通貨の流通実証実験を通じたインセンティブ設計の有効性の検証が行われた。明示的に認識さ
れていない森林資源の経済的価値を明らかにするとともに、木質バイオマスの熱利用に向けた森
林管理上の課題を明らかにしたほか、森林山村多面的機能発揮対策交付金等の支援制度が山林所
有者に十分に届いていないという政策運用上の問題も指摘されるなど、木質バイオマス熱利用の
促進に向けた政策形成に資する一定の知見が得られたと評価できる。また、デジタル地域通貨の
導入が森林資源管理をめぐる地域的な課題の解決に資する可能性を実践的に提示した点も将来的
な科学技術イノベーション政策の実践に対する貢献として期待が持てる。 
一方で、こうした地域通貨の導入による伐採木の搬出・搬入をめぐるインセンティブの調整と

いう試みは実際には概念実証の段階にとどまっている。現実には、木質バイオマス熱利用の促進
と脱酸素・森林保全・地域経済活性化といった広範な社会的便益との接続そのものが容易ではな
いなかにあって、各ステークホルダーの経済外部性という根本的な課題を地域通貨という手法の
みによって補完できるとするには、必ずしも説得的な主張がなされているとは言い難い。今後は、
本研究開発によって示された個々の知見の統合度合いを高めるとともに、それらのアイディアの
実現可能性がより頑健な形で検証されるような発展的な取り組みを期待したい。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等に、ある程度貢献し得ると評価する。 
バイオマス熱利用を促進する新たな方策としてのデジタル地域通貨 GENEの構想は、地方自治

体や事業者、地域住民といった地域におけるステークホルダーとの共創的な関係のなかで丁寧に
デザインされたものであり、ゲーミング・シミュレーションを用いた仮想的なシミュレーション
と流通実験を通じて実践的にその有用性を提示するに至っている。こうしたアプローチは、ステ
ークホルダーとの合意形成を図りながら新たな社会システムの導入可能性を模索する「政策のた
めの科学」としてのアクション・リサーチの一つのあり方を提示しているといえる。 



 

他方で、本研究開発で取り組まれた社会的価値および便益の評価手法の観点では、既存の価値
評価手法や費用便益分析手法に対する新規性が必ずしも明らかではない。研究代表者らも認識し
ているように、実際に本プロジェクトが可視化できた価値は一部にとどまっており、特に環境的
価値についてはコストや支払い意志額といった経済的価値以外の評価方法についても検討される
必要がある。こうした残された課題は、今後の研究課題としての発展を期待したい。 
また、本プロジェクトは環境学や農学、地域政策といった多様な分野からの学際的なアプロー

チが採用されており、本プログラムおよび SciREX 事業のコミュニティとしては新たな学術分野
から参入もみられている。また、研究開発の推進には多くの実務家らの関与や協力者によるサポ
ートがみられており、その点において新たな研究人材発掘と人材ネットワークの拡大に貢献して
いると評価される。 
なお、本プロジェクトの推進にあたっては、本プログラムにおける他の研究開発プロジェクト

（香坂プロジェクト・馬場プロジェクト）との間で積極的なプロジェクト間連携が推進された点
が特筆される。特に、現場における新たなアジェンダセッティングや合意形成の実践という観点
において、両プロジェクトには多くの共通する問題意識や課題感がみられており、互いの知見が
共有されることでそれぞれのプロジェクトにとって良いフィードバックにつながったものと想像
される。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、適切になされたと評価する。 
プロジェクトは、木質バイオマスの熱利用に向けた社会的受容性の可視化からボトルネックの

特定、そしてデジタル地域通貨のデザインと流通実証実験に至るまで非常に広範な目標設定がな
されている。一方で、その広範さゆえに先行研究の事前調査に不十分な点がみられ、当初の計画
設定にも甘さがみられた点は否めない。そのため、一部の社会実験や評価が完了しなかった項目
はみられるものの、計画の中核をなす取り組みは概ね計画通り遂行され、全体としては的確にプ
ロジェクトが推進されたものと評価される。 
実施項目ごとに、地方自治体や事業者、地域住民をはじめとするステークホルダーとの連携・

協働をベースとした研究開発を推進することにより、単なるデータの取得と解析に留まることな
く、実際の地域における課題解決のための新たな社会システムの導入に向けた合意形成手法を実
践している。こうした実績からは、連携・協働先との間における丹念なコミュニケーションが重
ねられ、その結果として構築された良好な信頼関係のうえに、これらの成果の創出があることが
窺われる。 
本プロジェクトにおいては、プログラムマネジメント側との間で良好なコミュニケーションが

とられており、デジタル地域通貨の社会実装に明るいプログラムアドバイザーが定期的にメンタ
リングを行うとともに、現地のサイトビジット等にも参画することでリアルタイムでの助言を可
能とするなど、RISTEXおよび本プログラムが目指すハンズオンマネジメントを実践した点も高
く評価される。 
 
○研究開発の実施体制および管理運営も適切になされたと評価する。 



 

地域のリアルな課題を的確に把握し、研究成果を社会に還元しようとする研究代表者の姿勢は
特筆に値する。多くのステークホルダーとの協創的な関係性を構築し、質の高いコミュニケーシ
ョンと成果の活用に向けた実践を重ねることにより、地域に根差した研究成果の創出につながっ
ていると評価される。こうした研究代表者によるリーダーシップのもと、メンバー間のチームワ
ークが良好に維持されたほか、協力者からの円滑なサポートを得ることに成功している。結果と
してプロジェクト全体としては広範な研究開発目標の設定であったにもかかわらず、最終的に流
通実証実験の実施にまで至っており、精力的に研究開発に取り組まれた様子が窺われる。 
また、研究代表者は本プログラムにおけるこれまでの採択実績に鑑みれば比較的若手の研究者

にあたることから、他の研究開発プロジェクトに比べてもより大胆な研究開発を奨励してきたと
ころである。地方自治体の政策担当者や事業者、地域住民といった多様なステークホルダーとの
間で丹念なコミュニケーションを積み重ね、良好な関係性を築くことにより、難易度の高い目標
設定と思われた地域通貨のデザインと概念実証にまでプロジェクトを到達させている点は、本プ
ログラムにおける人材育成という観点からも高く評価されるところである。 
 
■総合評価 
○一定の成果が得られた／一定の期待が持てると評価する。 
本プロジェクトは、わが国において木質バイオマスの熱利用が低調であることを背景に、木質

バイオマス熱利用を進めることで得られる経済や社会、環境面での効果などを明らかにしながら、
実際に木質バイオマスの熱利用を進めるための仕組みとしてデジタル地域通貨 GENE を構想し、
流通実証実験を通じてその有用性を検証した。 
研究開発を通じて、林業や熱供給インフラの課題、経済性や収益性の課題、政策運用上の課題

など、森林資源の木質燃料利用をめぐるボトルネックを多面的に明らかにするとともに、経済性
に優れながらもなお普及が進まない木質バイオマスの熱利用の普及を促進する方策として、デジ
タル地域通貨の有用性を明らかにしようとした。自治体や事業者、地域住民といったステークホ
ルダーとの合意形成を図りながら新たな社会システムの導入可能性を提示し、その有用性を検証
しようとする本プロジェクトの試みは、「政策のための科学」としてのアクション・リサーチの一
つのあり方を実践的に提示しているといえる。 
地域通貨の導入を通じた木質バイオマス熱エネルギーの普及促進という極めて難易度の高いテ

ーマに対して、このような特筆すべき成果を創出するに至った背景としては、ステークホルダー
との間における丁寧なコミュニケーションの積み重ねが指摘できる。連携先となる主体との間で
信頼関係を構築することにより、調査への協力を円滑に調達するとともに、共創的にデジタル値
域通貨を構想することを可能とした。 
一方で、本プロジェクトではデジタル地域通貨の流通実験の実施にまで至っているものの、実

際に木質バイオマス熱利用の促進と脱酸素・森林保全・地域経済活性化といった広範な社会的便
益との接続をはかるためには依然として様々な課題が存在している。また地域通貨という手法そ
のものにも内在的な制約が存在しているのが実情であり、地域住民との間で社会的課題とその解
決に向けた価値観を共有する仕組みとしての実践的な意義やステークホルダー間の外部経済性を
調整するための手段としての実現可能性が十分に検証されているとは言い難い。その点、本プロ



 

ジェクトによって導出された知見が実際に社会に実装されるためには、依然として多くの道のり
が存在しているものと想像される。 
こうした課題は、本プログラムが提示した既存技術の社会化・制度化の促進と受容という課題

に共通する要素であると考えられることから、今後は本プロジェクトにおける実践的な取り組み
を通じて獲得された有形・無形の経験知・実践知を第三者にもわかる形で取りまとめていくこと
で、同様の問題関心を有する研究者あるいは政策担当者・事業者等が参照可能な知見として発展
させていくことを期待する。 
 
■特記事項 
なし 


